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議案第 1号

令和 6年度船橋市一般会計補正予算

令和 6年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 5, 962,481千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 24 1, 1 4 8, 7 1 0千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

令和 6年 5月 27日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

60 国庫支出金 44,914,089 4,652,833 49,566,922 

15 国庫補助金 6,500,849 4,652,833 11, 153, 682 
- -~•一ヘ ―― Z•ヘー,__ ---・--------ヽ- - -----・心・ ・』 ~～ 

65 県支出金 16,059,900 24,150 16,084,050 

15 県補助金 3,327,140 24,150 3,351,290 
ー ・-,． . - ~ .~- ~ • ---:——ー心‘- ・・・-- - 9.~••• 9, ．t.‘~ 

80 繰入金 6,503,540 553,575 7, 057, 115 
-- ,．‘‘  

10 基金繰入金 6,308,280 553,444 6,861,724 
------』―, _.~. 

15 特別会計繰入金 195,260 131 195,391 
I------ 9--—~ ~-——--- -

90 諸収入 9,356,800 731,923 10,088,723 

35 雑入 5,488,230 731,923 6,220,153 
， 

歳 入 合 計 235,186,229 5,962,481 241, 148, 710 
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一般会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

15 総務費 18,640,300 4,667,293 23,307,593 

10 総務管理費 14,997,900 4,667,293 19,665,193 

20 民生費 114, 504, 029 2,500 114,506,529 

10 社会福祉費 43,537,530 2,500 43,540,030 

25 衛生費 18,012,000 1,227,852 19,239,852 

10 保健衛生費 10,970,910 1,227,852 12,198,762 

45 土木費 22,944,000 64,836 23,008,836 

10 土木管理費 702,340 236 702,576 

住宅費
＼ 

35 1,136,540 64,600 1, 201, 140 

｝ 

¥ 
＼ . 
し

l 
ヽ

'' 

-・ 

｝ 

歳 出 合 計 235, 1_86, 229 5,962,481 241, 148, 710 
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議案第 2号

令和6年度船橋市公共用地先行取得事業特別会計補正予算

令和 6年度船橋市の公共用地先行取得事業特別会計の補正予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 13 1千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ 1,688, 131千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

令和 6年 5月 27日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

25 繰越金

゜
131 131 

10 繰越金

゜
131 131 

＼ 

＇ 

歳 入 ムロ 計 1,688,000 131 1,688,131 
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公共用地先行取得事業特別会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

17 諸支出金

゜
131 131 

10 繰出金

゜
131 131 

ヽ

＼ 

I 

シr

＼＿ 

‘‘ 

/9 

歳 出 ム口 計 1,688,000 131 1,688,131 

囁'



議案第３号 

 

船橋市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年５月２７日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市市税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(市民税の減免) (市民税の減免) 

第51条 (略) 第51条 (略) 

2 前項の規定により市民税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに次に掲げる

事項を記載した申請書に、減免を受けよう

とする事由を証明する書類を添付して市

長に提出しなければならない。ただし、市

長が、当該者が同項各号のいずれかに該当

することが明らかであり、かつ、市民税を

減免する必要があると認める場合は、この

限りでない。 

2 前項の規定によって市民税の減免を受

けようとする者は、納期限までに次に掲げ

る事項を記載した申請書に、減免を受けよ

うとする事由を証明する書類を添付して

市長に提出しなければならない。ただし、

市長が、当該者が同項各号のいずれかに該

当することが明らかであり、かつ、市民税

を減免する必要があると認める場合は、こ

の限りでない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

3 第1項の規定により市民税の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合には、直

ちにその旨を市長に申告しなければなら

ない。 

3 第1項の規定によって市民税の減免を受

けた者は、その事由が消滅した場合におい

ては、直ちにその旨を市長に申告しなけれ

ばならない。 

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2

若しくは第12号の固定資産又は同項第16

号の固定資産(独立行政法人労働者健康安

全機構が設置する医療関係者の養成所に

おいて直接教育の用に供するものに限

る。)について同項本文の規定の適用を受

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2

若しくは第12号の固定資産又は同項第16

号の固定資産(独立行政法人労働者健康安

全機構が設置する医療関係者の養成所に

おいて直接教育の用に供するものに限

る。)について同項本文の規定の適用を受
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けようとする者は、土地については第1号

及び第2号に、家屋については第3号及び

第4号に、償却資産については第5号及び

第6号に掲げる事項を記載した申告書を、

当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若

しくは私立学校法(昭和24年法律第270号)

第152条第5項の法人、公益社団法人若し

くは公益財団法人、宗教法人若しくは社会

福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法

(昭和23年法律第205号)第31条の公的医療

機関の開設者、令第49条の10第1項に規定

する医療法人、公益社団法人若しくは公益

財団法人、一般社団法人(非営利型法人(法

人税法第2条第9号の2に規定する非営利

型法人をいう。以下この条において同じ。)

に該当するものに限る。)若しくは一般財

団法人(非営利型法人に該当するものに限

る。)、社会福祉法人、独立行政法人労働

者健康安全機構、健康保険組合若しくは健

康保険組合連合会若しくは国家公務員共

済組合若しくは国家公務員共済組合連合

会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科

技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法

士若しくは作業療法士の養成所を設置す

るもの、公益社団法人若しくは公益財団法

人で図書館を設置するもの、公益社団法人

若しくは公益財団法人若しくは宗教法人

で博物館法(昭和26年法律第285号)第2条

第1項の博物館を設置するもの、又は公益

社団法人若しくは公益財団法人で学術の

研究を目的とするもの(以下この条におい

て「学校法人等」という。)の所有に属し

ないものである場合においては当該土地、

家屋又は償却資産を当該学校法人等に無

料で使用させていることを証明する書面

を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

けようとする者は、土地については第1号

及び第2号に、家屋については第3号及び

第4号に、償却資産については第5号及び

第6号に掲げる事項を記載した申告書を、

当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若

しくは私立学校法(昭和24年法律第270号)

第64条第4項の法人、公益社団法人若しく

は公益財団法人、宗教法人若しくは社会福

祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法

(昭和23年法律第205号)第31条の公的医療

機関の開設者、令第49条の10第1項に規定

する医療法人、公益社団法人若しくは公益

財団法人、一般社団法人(非営利型法人(法

人税法第2条第9号の2に規定する非営利

型法人をいう。以下この条において同じ。)

に該当するものに限る。)若しくは一般財

団法人(非営利型法人に該当するものに限

る。)、社会福祉法人、独立行政法人労働

者健康安全機構、健康保険組合若しくは健

康保険組合連合会若しくは国家公務員共

済組合若しくは国家公務員共済組合連合

会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科

技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法

士若しくは作業療法士の養成所を設置す

るもの、公益社団法人若しくは公益財団法

人で図書館を設置するもの、公益社団法人

若しくは公益財団法人若しくは宗教法人

で博物館法(昭和26年法律第285号)第2条

第1項の博物館を設置するもの、又は公益

社団法人若しくは公益財団法人で学術の

研究を目的とするもの(以下この条におい

て「学校法人等」という。)の所有に属し

ないものである場合においては当該土地、

家屋又は償却資産を当該学校法人等に無

料で使用させていることを証明する書面

を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(固定資産税の減免) (固定資産税の減免) 

第71条 (略) 第71条 (略) 
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2 前項の規定により固定資産税の減免を受

けようとする者は、納期限までに、次に掲

げる事項を記載した申請書にその減免を

受けようとする事由を証明する書類を添

付して市長に提出しなければならない。た

だし、市長が、当該者が所有する固定資産

が同項各号のいずれかに該当することが

明らかであり、かつ、固定資産税を減免す

る必要があると認める場合は、この限りで

ない。 

2 前項の規定によって固定資産税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、次に

掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を

添付して市長に提出しなければならない。

ただし、市長が、当該者が所有する固定資

産が同項各号のいずれかに該当すること

が明らかであり、かつ、固定資産税を減免

する必要があると認める場合は、この限り

でない。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

3 第1項の規定により固定資産税の減免を

受けた者は、その事由が消滅した場合に

は、直ちにその旨を市長に申告しなければ

ならない。 

3 第1項の規定によって固定資産税の減免

を受けた者は、その事由が消滅した場合に

おいては、直ちにその旨を市長に申告しな

ければならない。 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第132条の3 (略) 第132条の3 (略) 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免

を受けようとする者は、納期限までに、次

に掲げる事項を記載した申請書にその減

免を受けようとする事由を証明する書類

を添付して市長に提出しなければならな

い。ただし、市長が、当該者が所有し、又

は取得する土地が同項各号のいずれかに

該当することが明らかであり、かつ、特別

土地保有税を減免する必要があると認め

る場合は、この限りでない。 

2 前項の規定によって特別土地保有税の減

免を受けようとする者は、納期限までに、

次に掲げる事項を記載した申請書にその

減免を受けようとする事由を証明する書

類を添付して市長に提出しなければなら

ない。ただし、市長が、当該者が所有し、

又は取得する土地が同項各号のいずれか

に該当することが明らかであり、かつ、特

別土地保有税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

3 第1項の規定により特別土地保有税の減

免を受けた者は、その事由が消滅した場合

には、直ちにその旨を市長に申告しなけれ

ばならない。 

3 第1項の規定によって特別土地保有税の

減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合には、直ちにその旨を市長に申告しなけ

ればならない。 

附 則 附 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第10条の2 (略) 第10条の2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 法附則第15条第25項第1号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 
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4及び5 (略) 3及び4 (略) 

6 法附則第15条第25項第1号ニに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

 

7 法附則第15条第25項第2号に規定する設

備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、7分の6とする。 

 

8 法附則第15条第25項第3号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、12分の7とする。 

 

9～17 (略) 5～13 (略) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

第10条の3 (略) 第10条の3 (略) 

2～9 (略) 2～9 (略) 

10 法附則第15条の9の2第1項に規定する

特定耐震基準適合住宅について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該特定

耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第7条第

11項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

10 法附則第15条の9の2第1項に規定する

特定耐震基準適合住宅について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該特定

耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第7条第

11項各号に規定する書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

11～14 (略)  11～14 (略)  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５６条の改正規定は、令和７年４月１

日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 

地方税法の一部改正に伴い、固定資産税の課税標準の特例について、所要の定めをする

等の必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４号 

 

 船橋市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年５月２７日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年船橋市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

(補償基礎額) (補償基礎額) 

第5条 (略) 第5条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者若

しくは水防従事者又は応急措置従事者

(以下「消防作業従事者等」という。)が

消防作業等に従事し、若しくは救急業務

に協力し、又は応急措置の業務に従事し

たことにより死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は消防作業等に従事

し、若しくは救急業務に協力し、又は応

急措置の業務に従事したことによる負

傷若しくは疾病により死亡し、若しくは

障害の状態となった場合には、9,100円

とする。ただし、その額が、その者の通

常得ている収入の日額に比して公正を

欠くと認められるときは、14,200円を

超えない範囲内においてこれを増額し

た額とすることができる。 

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者若

しくは水防従事者又は応急措置従事者

(以下「消防作業従事者等」という。)が

消防作業等に従事し、若しくは救急業務

に協力し、又は応急措置の業務に従事し

たことにより死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は消防作業等に従事

し、若しくは救急業務に協力し、又は応

急措置の業務に従事したことによる負

傷若しくは疾病により死亡し、若しくは

障害の状態となった場合には、8,900円

とする。ただし、その額が、その者の通

常得ている収入の日額に比して公正を

欠くと認められるときは、14,200円を

超えない範囲内においてこれを増額し

た額とすることができる。 

3及び4 (略) 3及び4 (略) 
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別表 別表 

補償基礎額表 補償基礎額表 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上

20年未満 

20年以上 

団長及び

副団長 

円 

12,500 

円 

13,350 

(略) 

分団長及

び副分団

長 

円 

10,800 

円 

11,650 

円 

12,500 

部長・班

長及び団

員 

円 

9,100 

円 

9,950 

円 

10,800 

 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上

20年未満 

20年以上 

団長及び

副団長 

円 

12,440 

円 

13,320 

(略) 

分団長及

び副分団

長 

円 

10,670 

円 

11,550 

円 

12,440 

部長・班

長及び団

員 

円 

8,900 

円 

9,790 

円 

10,670 

 

備考 備考 

1及び2 (略) 1及び2 (略) 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の船橋市消防団員等公務災害補償条例（以

下「新条例」という。）の規定は、令和６年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 新条例第５条第２項及び別表の規定は、令和６年４月１日（以下「適用日」という。）

以後に支給すべき事由の生じた船橋市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項の補償

（以下「補償」という。）並びに適用日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の期間に

係る同条例第４条第３号に掲げる傷病補償年金、同条第４号アに掲げる障害補償年金及

び同条第６号アに掲げる遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」という。）について適用

し、適用日前に支給すべき事由の生じた補償（傷病補償年金等を除く。）及び適用日前に

支給すべき事由の生じた適用日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の

例による。 

 （補償及び傷病補償年金等の内払） 

３ 改正前の船橋市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）第５条第２項

及び別表の規定に基づき、適用日からこの条例の施行の日の前日までの間に、新条例の

適用を受ける者に支給された旧条例の規定に基づく補償及び傷病補償年金等は、新条例

による補償及び傷病補償年金等の内払とみなす。 
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理 由 

 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、補償基礎額に

ついて、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第５号 

 

 船橋市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年５月２７日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年船橋市条例第５１号）の一部を次

のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

(施行期日) (施行期日) 

1 (略) 1 (略) 

(東日本大震災に係る災害援護資金の貸付

けの特例) 

(東日本大震災に係る災害援護資金の貸付

けの特例) 

2 東日本大震災に対処するための特別の

財政援助及び助成に関する法律(平成23年

法律第40号。以下「平成23年特別法」と

いう。)第2条第1項に規定する東日本大震

災により著しい被害を受けた者で東日本

大震災に対処するための特別の財政援助

及び助成に関する法律の厚生労働省関係

規定の施行等に関する政令(平成23年政令

第131号。以下「平成23年特別令」という。)

第13条第1項に定めるものに対する災害

援護資金の貸付けに係る第13条第2項の

規定の適用については、同項中「10年」

とあるのは「13年」と、「3年」とあるの

は「6年」と、「5年」とあるのは「8年」

とする。 

2 東日本大震災に対処するための特別の

財政援助及び助成に関する法律(平成23年

法律第40号。以下「平成23年特別法」と

いう。)第2条第1項に規定する東日本大震

災により著しい被害を受けた者で東日本

大震災に対処するための特別の財政援助

及び助成に関する法律の厚生労働省関係

規定の施行等に関する政令(平成23年政令

第131号。以下「平成23年特別令」という。)

第14条第1項に定めるものに対する災害

援護資金の貸付けに係る第13条第2項の

規定の適用については、同項中「10年」

とあるのは「13年」と、「3年」とあるの

は「6年」と、「5年」とあるのは「8年」

とする。 

3 前項の災害援護資金の貸付けに係る保 3 前項の災害援護資金の貸付けに係る保 
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証人及び償還免除については、第14条第3

項及び第15条第3項の規定にかかわらず、

平成23年特別令第13条第4項及び平成23

年特別法第103条第1項の規定により読み

替えられた法第14条第1項の規定による

ものとする。 

証人及び償還免除については、第14条第3

項及び第15条第3項の規定にかかわらず、

平成23年特別令第14条第4項及び平成23

年特別法第103条第1項の規定により読み

替えられた法第14条第1項の規定による

ものとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係

規定の施行等に関する政令の一部改正に伴い、規定の整備を行う必要がある。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第６号 

 

 船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

船橋市国民健康保険条例（昭和４７年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

(基礎賦課総額) (基礎賦課総額) 

第11条の3 (各号列記以外の部分略) 第11条の3 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

イ 国民健康保険事業費納付金(法附則

第7条の規定により読み替えられた

法第75条の7第1項の国民健康保険事

業費納付金をいう。以下この条におい

て同じ。)の納付に要する費用(千葉県

の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する高齢者医療確保法の

規定による後期高齢者支援金等(以下

「後期高齢者支援金等」という。)、

高齢者医療確保法の規定による病床

転換支援金等(以下「病床転換支援金

等」という。)及び介護保険法(平成9

年法律第123号)の規定による納付金

(以下「介護納付金」という。)の納付

に要する費用に充てる部分を除く。)

の額 

イ 国民健康保険事業費納付金(法附則

第22条の規定により読み替えられた

法第75条の7第1項の国民健康保険事

業費納付金をいう。以下この条におい

て同じ。)の納付に要する費用(千葉県

の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する高齢者医療確保法の

規定による後期高齢者支援金等(以下

「後期高齢者支援金等」という。)、

高齢者医療確保法の規定による病床

転換支援金等(以下「病床転換支援金

等」という。)及び介護保険法(平成9

年法律第123号)の規定による納付金

(以下「介護納付金」という。)の納付

に要する費用に充てる部分を除く。)

の額 

ウ～カ (略) ウ～カ (略) 
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(2) (略) (2) (略) 

ア (略) ア (略) 

イ 法附則第7条の規定により読み替

えられた法第75条の規定により交付

を受ける補助金(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用(千葉県の

国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する後期高齢者支援金等、病

床転換支援金等及び介護納付金の納

付に要する費用に充てる部分に限る。

以下このイにおいて同じ。)に係るも

のを除く。)及び同条の規定により貸

し付けられる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用に係

るものを除く。)の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替

えられた法第75条の規定により交付

を受ける補助金(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用(千葉県の

国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する後期高齢者支援金等、病

床転換支援金等及び介護納付金の納

付に要する費用に充てる部分に限る。

以下このイにおいて同じ。)に係るも

のを除く。)及び同条の規定により貸

し付けられる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用に係

るものを除く。)の額 

ウ及びエ (略) ウ及びエ (略) 

(3) (略)  (3) (略) 

(後期高齢者支援金等賦課総額) (後期高齢者支援金等賦課総額) 

第16条の2 (各号列記以外の部分略) 第16条の2 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) (略) (2) (略) 

ア 法附則第7条の規定により読み替

えられた法第75条の規定により交付

を受ける補助金(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に係るも

のに限る。)及び同条の規定により貸

し付けられる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用に係

るものに限る。)の額 

ア 法附則第22条の規定により読み替

えられた法第75条の規定により交付

を受ける補助金(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に係るも

のに限る。)及び同条の規定により貸

し付けられる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用に係

るものに限る。)の額 

イ (略) イ (略) 

(3) (略) (3) (略) 

(介護納付金賦課総額) (介護納付金賦課総額) 

第16条の2の9 (各号列記以外の部分略) 第16条の2の9 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) (略) (2) (略) 

ア 法附則第7条の規定により読み替

えられた法第75条の規定により交付

を受ける補助金(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に係るも

のに限る。)及び同条の規定により貸

ア 法附則第22条の規定により読み替

えられた法第75条の規定により交付

を受ける補助金(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に係るも

のに限る。)及び同条の規定により貸
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し付けられる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用に係

るものに限る。)の額 

し付けられる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用に係

るものに限る。)の額 

イ (略) イ (略) 

 (3) (略)  (3) (略) 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、規定の整備を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第７号 

 

国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地建築物等解体工事請負契約の締結について 

 

国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地建築物等解体工事について、次のとおり請負契約を締

結する。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契約の目的  国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地建築物等解体工事 

２ 契約の方法  一般競争入札【総合評価型】 

３ 契 約 金 額  ４５４，２８６，８００円 

４ 契約の相手方  千葉県船橋市市場５丁目９番２２号 

          京葉都市開発株式会社 

          代表取締役  酒 向   博 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地建築物等解体工事を執行するについて、議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を得る

必要がある。 
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議案第８号 

 

都市計画道路３・４・２７号線橋梁下部工工事（その２）請負契約の締結について 

 

都市計画道路３・４・２７号線橋梁下部工工事（その２）について、次のとおり請負契

約を締結する。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契約の目的  都市計画道路３・４・２７号線橋梁下部工工事（その２） 

２ 契約の方法  一般競争入札【総合評価型】 

３ 契 約 金 額  ３３０，５５０，０００円 

４ 契約の相手方  千葉県船橋市習志野台２丁目６１番２号 

          櫻工営株式会社 

          代表取締役  平 山  知 太 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 都市計画道路３・４・２７号線橋梁下部工工事（その２）を執行するについて、議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決

を得る必要がある。 
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議案第９号 

 

都市計画道路３・４・２７号線橋梁下部工工事請負契約の変更について 

 

令和５年９月４日付けで契約を締結した都市計画道路３・４・２７号線橋梁下部工工事

（契約の相手方 株式会社保戸田組）について、次のとおり契約内容を変更する。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

契 約 金 額   変更前  ２３３，２１１，０００円 

          変更後  ２８６，２８６，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 設計図書の変更により、都市計画道路３・４・２７号線橋梁下部工工事の契約内容を変

更する必要がある。 
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議案第１０号 

 

   市道の路線認定について 

 

 市道の路線を次のとおり認定する。 

 

  令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

認定    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

27-098 藤原５丁目 397-1 藤原５丁目 372-38 
6.00  

429.83  

13.14 

  27-099 藤原５丁目 372-53 藤原５丁目 372-45 
6.00 

  

129.02  

6.00   

27-100 藤原５丁目 372-1 藤原５丁目 372-12 
6.00 

116.90  

6.21 

合 計    
675.75  

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 市道の路線認定について、道路法第８条第２項の規定により議会の議決を得る必要があ

る。 
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議案第１１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市市税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する法律（令

和６年法律第４号）の施行等に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和６年３月３０日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－55－



船橋市市税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(市民税の減免) (市民税の減免) 

第51条 (略) 第51条 (略) 

2 前項の規定によって市民税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに次に掲げる

事項を記載した申請書に、減免を受けよう

とする事由を証明する書類を添付して市

長に提出しなければならない。ただし、市

長が、当該者が同項各号のいずれかに該当

することが明らかであり、かつ、市民税を

減免する必要があると認める場合は、この

限りでない。 

2 前項の規定によって市民税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに次に掲げる

事項を記載した申請書に、減免を受けよう

とする事由を証明する書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

3 (略) 3 (略) 

(固定資産税の減免) (固定資産税の減免) 

第71条 (略) 第71条 (略) 

2 前項の規定によって固定資産税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、次に

掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を

添付して市長に提出しなければならない。

ただし、市長が、当該者が所有する固定資

産が同項各号のいずれかに該当すること

が明らかであり、かつ、固定資産税を減免

する必要があると認める場合は、この限り

でない。 

2 前項の規定によって固定資産税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、次に

掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を

添付して市長に提出しなければならない。

ただし、既にこの項の規定による申請書の

提出に基づく固定資産税の減免を受けて

いる場合において、当該申請書の内容に異

動がなく、かつ、申請書の提出の必要がな

いと市長が認めるときは、この限りでな

い。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

3 (略) 3 (略) 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第132条の3 (略) 第132条の3 (略) 

2 前項の規定によって特別土地保有税の減

免を受けようとする者は、納期限までに、

次に掲げる事項を記載した申請書にその

減免を受けようとする事由を証明する書

2 前項の規定によって特別土地保有税の減

免を受けようとする者は、納期限までに、

次に掲げる事項を記載した申請書にその

減免を受けようとする事由を証明する書
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類を添付して市長に提出しなければなら

ない。ただし、市長が、当該者が所有し、

又は取得する土地が同項各号のいずれか

に該当することが明らかであり、かつ、特

別土地保有税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 

類を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

3 (略) 3 (略) 

附 則 附 則 

(令和6年度分の個人の市民税の特別税額

控除) 

 

第7条の5 令和6年度分の個人の市民税に

限り、法附則第5条の8第4項及び第5項に

規定するところにより控除すべき市民税

に係る令和6年度分特別税額控除額を、前

年の合計所得金額が1,805万円以下である

所得割の納税義務者(次条及び附則第7条

の7において「特別税額控除対象納税義務

者」という。)の第34条の3、第34条の5か

ら第34条の8まで、附則第5条第2項、附則

第7条第1項、附則第7条の3の2第1項、前

条及び附則第9条の2の規定を適用した場

合の所得割の額から控除する。 

 

2 前項の規定の適用がある場合における第

34条の6第2項、第47条の5第1項及び前条

の規定の適用については、第34条の6第2

項及び前条中「附則第5条の6第2項」とあ

るのは「附則第5条の6第2項及び第5条の8

第6項」と、第47条の5第1項中「課した」

とあるのは「附則第7条の5第1項の規定の

適用がないものとした場合に課すべき」

と、「の前々年中」とあるのは「の同項の

規定の適用がないものとした場合におけ

る前々年中」と、「、前々年中」とあるの

は「、附則第7条の5第1項の規定の適用が

ないものとした場合における前々年中」と

する。 

 

(令和6年度分の個人の市民税の納税通知

書に関する特例) 

 

第7条の6 令和6年度分の個人の市民税に  
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限り、個人の市民税の納税通知書に記載す

べき各納期の納付額については、第41条

の規定にかかわらず、次に定めるところに

よる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別

税額控除前の普通徴収に係る個人の市

民税の額(前条第1項の規定の適用がな

いものとした場合に算出される普通徴

収に係る個人の市民税の額をいう。)、

特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の県民税の額(法附則第5条の8第1項及

び第2項の規定の適用がないものとした

場合に算出される普通徴収に係る個人

の県民税の額をいう。)及び普通徴収に

係る森林環境税の額の合算額(以下この

号において「特別税額控除前の普通徴収

に係る個人の住民税の額」という。)か

らその者の普通徴収に係る個人の市民

税の額、普通徴収に係る個人の県民税の

額及び普通徴収に係る森林環境税の額

の合算額を控除した額(以下この項にお

いて「普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額」という。)がその者の特

別税額控除前の普通徴収に係る個人の

住民税の額を4で除して得た金額(当該

金額に1,000円未満の端数があるとき、

又は当該金額の全額が1,000円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を

切り捨てた金額。以下この項において

「分割金額」という。)に3を乗じて得た

金額をその者の特別税額控除前の普通

徴収に係る個人の住民税の額から控除

した残額に相当する金額(以下この項に

おいて「第1期分金額」という。)に満た

ない場合には、当該納税通知書に記載す

べき各納期の納付額は、第40条第1項に

規定する第1期の納期(以下この項、次項

及び次条第1項において「第1期納期」

という。)においてはその者の第1期分金

額からその者の普通徴収の個人の住民
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税に係る特別税額控除額を控除した額

とし、その他のそれぞれの納期において

はその者の分割金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額がその者の第1期分金額以上であ

り、かつ、その者の第1期分金額とその

者の分割金額との合計額に満たない場

合には、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第1期納期においては

ないものとし、第40条第1項に規定する

第2期の納期(以下この項及び次条第1項

において「第2期納期」という。)におい

てはその者の第1期分金額とその者の分

割金額との合計額からその者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除

額を控除した額とし、第40条第1項に規

定する第3期の納期(以下この項におい

て「第3期納期」という。)及び同条第1

項に規定する第4期の納期(以下この項

において「第4期納期」という。)におい

てはその者の分割金額とする。 

 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額がその者の第1期分金額とその者の

分割金額との合計額以上であり、かつ、

その者の第1期分金額とその者の分割金

額に2を乗じて得た金額との合計額に満

たない場合には、当該納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、第1期納期及

び第2期納期においてはないものとし、

第3期納期においてはその者の第1期分

金額とその者の分割金額に2を乗じて得

た金額との合計額からその者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除

額を控除した額とし、第4期納期におい

てはその者の分割金額とする。 

 

 (4) 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額がその者の第1期分金額とその者の
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分割金額に2を乗じて得た金額との合計

額以上である場合には、当該納税通知書

に記載すべき各納期の納付額は、第1期

納期、第2期納期及び第3期納期におい

てはないものとし、第4期納期において

はその者の普通徴収に係る個人の市民

税の額、普通徴収に係る個人の県民税の

額及び普通徴収に係る森林環境税の額

の合算額とする。 

2 令和6年度分の個人の市民税(第1期納期

から第47条第1項の規定により普通徴収

の方法によって徴収されることとなった

ものを除く。)を同項の規定により普通徴

収の方法によって徴収する場合について

は、前項の規定は、適用しない。 

 

(令和6年度分の公的年金等に係る所得に

係る個人の市民税に関する特例) 

 

第7条の7 令和6年度分の個人の市民税に

限り、第47条の2第1項の規定により特別

徴収の方法によって徴収すべき公的年金

等に係る所得に係る個人の市民税(第3項

において「年金所得に係る特別徴収の個人

の市民税」という。)の額及び同条第2項の

規定により普通徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る個人

の市民税の額については、次に定めるとこ

ろによる。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別

税額控除前の年金所得に係る個人の市

民税の額(附則第7条の5第1項の規定の

適用がないものとした場合に算出され

る第47条の2第1項に規定する前年中の

公的年金等に係る所得に係る所得割額

及び均等割額(これと併せて賦課徴収を

行う森林環境税額を含む。以下この号及

び第5号において同じ。)の合算額(以下

この号及び第5号において「年金所得に

係る所得割額及び均等割額の合算額」と

いう。)をいう。以下この号及び第3項第

1号において同じ。)からその者の年金所
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得に係る所得割額及び均等割額の合算

額を控除した額(以下この項及び第3項

において「年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額」という。)がそ

の者の特別税額控除前の普通徴収に係

る個人の市民税の額(特別税額控除前の

年金所得に係る個人の市民税の額から

特別税額控除前の特別徴収に係る個人

の市民税の額(特別税額控除前の年金所

得に係る個人の市民税の額の2分の1に

相当する額をいう。以下この号において

同じ。)を控除した額をいう。以下この

号において同じ。)を2で除して得た金額

(当該金額に1,000円未満の端数がある

とき、又は当該金額の全額が1,000円未

満であるときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てた金額。以下この項にお

いて「第2期分金額」という。)をその者

の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の市民税の額から控除した残額に相

当する金額(以下この項において「第1

期分金額」という。)に満たない場合に

は、第1期納期及び第2期納期に普通徴

収の方法によって徴収すべき公的年金

等に係る所得に係る個人の市民税の額

(以下この項において「普通徴収対象税

額」という。)並びに第47条の3に規定す

る特別徴収対象年金給付の支払をする

際、特別徴収の方法によって徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る個人の市

民税の額(以下この項及び第3項におい

て「特別徴収対象税額」という。)は、

第1期納期においてはその者の第1期分

金額からその者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額を控除

した残額に相当する税額、第2期納期に

おいてはその者の第2期分金額に相当す

る税額、当該年度の初日の属する年の

10月1日から11月30日までの間におい

てはその者の特別税額控除前の特別徴
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収に係る個人の市民税の額を3で除して

得た金額(当該金額に100円未満の端数

があるとき、又は当該金額の全額が100

円未満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てた金額。以下この項

において「分割金額」という。)に2を乗

じて得た金額をその者の特別税額控除

前の特別徴収に係る個人の市民税の額

から控除した残額に相当する金額(以下

この項において「10月分金額」という。)

に相当する税額、同年12月1日から翌年

の3月31日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額以上で

あり、かつ、その者の第1期分金額とそ

の者の第2期分金額との合計額に満たな

い場合には、普通徴収対象税額及び特別

徴収対象税額は、第1期納期における税

額はないものとし、第2期納期において

はその者の第1期分金額とその者の第2

期分金額との合計額からその者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税

額、当該年度の初日の属する年の10月1

日から11月30日までの間においてはそ

の者の10月分金額に相当する税額、同

年12月1日から翌年の3月31日までの間

においてはその者の分割金額に相当す

る税額とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額とその

者の第2期分金額との合計額以上であ

り、かつ、その者の第1期分金額、その

者の第2期分金額及びその者の10月分

金額の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、

第1期納期及び第2期納期における税額
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はないものとし、当該年度の初日の属す

る年の10月1日から11月30日までの間

においてはその者の第1期分金額、その

者の第2期分金額及びその者の10月分

金額の合計額からその者の年金所得に

係る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、同年

12月1日から翌年の3月31日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当する

税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額、その

者の第2期分金額及びその者の10月分

金額の合計額以上であり、かつ、その者

の第1期分金額、その者の第2期分金額、

その者の10月分金額及びその者の分割

金額の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、

第1期納期及び第2期納期並びに当該年

度の初日の属する年の10月1日から11

月30日までの間における税額はないも

のとし、同年12月1日から翌年の1月31

日までの間においてはその者の第1期分

金額、その者の第2期分金額、その者の

10月分金額及びその者の分割金額の合

計額からその者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額を控除

した残額に相当する税額、同年2月1日

から3月31日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の第1期分金額、その

者の第2期分金額、その者の10月分金額

及びその者の分割金額の合計額以上で

ある場合には、普通徴収対象税額及び特

別徴収対象税額は、第1期納期及び第2

期納期並びに当該年度の初日の属する

年の10月1日から翌年の1月31日までの
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間における税額はないものとし、同年2

月1日から3月31日までの間においては

その者の年金所得に係る所得割額及び

均等割額の合算額に相当する税額とす

る。 

2 前項の規定の適用がある場合における第

47条の4の規定の適用については、同条第

2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当

該年度の初日の属する年の10月1日から

翌年の3月31日までの間における当該特

別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対

象年金給付の支払の回数で除して得た額」

とあるのは、「附則第7条の7第1項各号に

規定する特別徴収の方法によって徴収す

べき額」とする。 

 

3 令和6年度分の個人の市民税に限り、年

金所得に係る特別徴収の個人の市民税の

額 (第1項の規定の適用があるものを除

く。)については、次に定めるところによ

る。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の特別税額控除前の

特別徴収に係る個人の市民税の額(特別

税額控除前の年金所得に係る個人の市

民税の額から第47条の5第1項に規定す

る年金所得に係る仮特別徴収税額を控

除した額をいう。以下この号において同

じ。)を3で除して得た金額(当該金額に

100円未満の端数があるとき、又は当該

金額の全額が100円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨て

た金額。以下この項において「分割金額」

という。)に2を乗じて得た金額をその者

の特別税額控除前の特別徴収に係る個

人の市民税の額から控除した残額に相

当する金額(以下この項において「10月

分金額」という。)に満たない場合には、

特別徴収対象税額は、当該年度の初日の

属する年の10月1日から11月30日まで
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の間においてはその者の10月分金額か

らその者の年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額を控除した残

額に相当する税額、同年12月1日から翌

年の3月31日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の10月分金額以上で

あり、かつ、その者の10月分金額とそ

の者の分割金額との合計額に満たない

場合には、特別徴収対象税額は、当該年

度の初日の属する年の10月1日から11

月30日までの間における税額はないも

のとし、同年12月1日から翌年の1月31

日までの間においてはその者の10月分

金額とその者の分割金額との合計額か

らその者の年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額を控除した残

額に相当する税額、同年2月1日から3月

31日までの間においてはその者の分割

金額に相当する税額とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額がその者の10月分金額とその

者の分割金額との合計額以上である場

合には、特別徴収対象税額は、当該年度

の初日の属する年の10月1日から翌年

の1月31日までの間における税額はな

いものとし、同年2月1日から3月31日ま

での間においてはその者の第47条の5

第2項の規定により読み替えられた第

47条の2第1項に規定する年金所得に係

る特別徴収税額に相当する税額とする。 

 

4 前項の規定の適用がある場合における第

47条の4の規定の適用については、同条第

2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当

該年度の初日の属する年の10月1日から

翌年の3月31日までの間における当該特

別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対
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象年金給付の支払の回数で除して得た額」

とあるのは、「附則第7条の7第3項各号に

規定する特別徴収の方法によって徴収す

べき額」とする。 

5 令和6年度分の個人の市民税につき第47

条の6第1項の規定の適用がある場合につ

いては、前各項の規定は、適用しない。 

 

(令和7年度分の個人の市民税の特別税額

控除) 

 

第7条の8 令和7年度分の個人の市民税に

限り、法附則第5条の12第3項及び第4項に

規定するところにより控除すべき市民税

に係る令和7年度分特別税額控除額を、同

条第3項に規定する特別税額控除対象納税

義務者の第34条の3、第34条の5から第34

条の8まで、附則第5条第2項、附則第7条

第1項、附則第7条の3の2第1項、附則第7

条の4及び附則第9条の2の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例) 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例) 

第8条 (略) 第8条 (略) 

2 前項に規定する各年度分の個人の市民

税に限り、法附則第6条第5項に規定する

場合において、第36条の2第1項の規定に

よる申告書に肉用牛の売却に係る租税特

別措置法第25条第2項第2号に規定する事

業所得の明細に関する事項の記載がある

ときは、その者の前年の総所得金額に係る

市民税の所得割の額は、第33条から第34

条の3まで、第34条の5から第34条の7ま

で、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項、

附則第7条の3の2第1項及び附則第7条の4

の規定にかかわらず、法附則第6条第5項

各号に掲げる金額の合計額とする。 

2 前項に規定する各年度分の個人の市民

税に限り、法附則第6条第5項に規定する

場合において、第36条の2第1項の規定に

よる申告書に肉用牛の売却に係る租税特

別措置法第25条第2項第2号に規定する事

業所得の明細に関する事項の記載がある

ときは、その者の前年の総所得金額に係る

市民税の所得割の額は、第33条から第34

条の3まで、第34条の5から第34条の7ま

で、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項、

附則第7条の3の2第1項及び前条の規定に

かかわらず、法附則第6条第5項各号に掲

げる金額の合計額とする。 

3 前項の規定の適用がある場合における

第34条の8第1項、附則第7条の5第1項及び

前条の規定の適用については、第34条の8

第1項中「前3条」とあるのは「前3条並び

に附則第8条第2項」と、附則第7条の5第1

3 前項の規定の適用がある場合における

第34条の8第1項の規定の適用について

は、同項中「前3条」とあるのは、「前3条

並びに附則第8条第2項」とする。 
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項中「前条及び」とあるのは「前条、附則

第8条第2項及び」と、前条中「附則第7条

の4及び」とあるのは「附則第7条の4、次

条第2項及び」とする。 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

第10条の2 (略) 第10条の2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

 3 法附則第15条第25項第1号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

3及び4 (略) 4及び5 (略) 

 6 法附則第15条第25項第1号ニに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の2とする。 

 7 法附則第15条第25項第2号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

5 法附則第15条第25項第3号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第25項第2号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

6 法附則第15条第25項第3号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

9 法附則第15条第25項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

7 法附則第15条第25項第4号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第25項第3号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

8 法附則第15条第25項第4号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

9 法附則第15条第25項第4号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第3号ハに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

10 (略) 13 (略) 

 14 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の1とする。 

11 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

15 法附則第15条第33項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

12及び13 (略) 16及び17 (略) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の (新築住宅等に対する固定資産税の減額の
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規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

第10条の3 (略) 第10条の3 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 市長は、法附則第15条の7第1項又は第2

項の認定長期優良住宅のうち区分所有に

係る住宅については、前項の申告書の提出

がなかった場合においても、長期優良住宅

の普及の促進に関する法律(平成20年法律

第87号)第5条第4項に規定する管理者等

から、法附則第15条の7第3項に規定する

期間内に施行規則附則第7条第4項に規定

する書類の提出がされ、かつ、当該区分所

有に係る住宅が法附則第15条の7第1項又

は第2項に規定する要件に該当すると認

められるときは、前項の規定にかかわら

ず、同条第1項又は第2項の規定を適用す

ることができる。 

 

4～7 (略) 3～6 (略) 

8 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住

改修住宅又は同条第5項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第4項に規

定する居住安全改修工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第7条第9項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

7 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住

改修住宅又は同条第5項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第4項に規

定する居住安全改修工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第7条第8項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

(1)～(7) (略)  (1)～(7) (略) 

9 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改

修等住宅又は同条第10項の熱損失防止改

修等専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第9項に規

定する熱損失防止改修工事等が完了した

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第7条第10項

各号に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

8 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改

修等住宅又は同条第10項の熱損失防止改

修等専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第9項に規

定する熱損失防止改修工事等が完了した

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第7条第9項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

10 法附則第15条の9の2第1項に規定する 9 法附則第15条の9の2第1項に規定する特
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特定耐震基準適合住宅について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該特定

耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第7条第

11項各号に規定する書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

定耐震基準適合住宅について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該特定耐

震基準適合住宅に係る耐震改修が完了し

た日から3月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第7条第10

項各号に規定する書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略)  

11 法附則第15条の9の2第4項に規定する

特定熱損失防止改修等住宅又は同条第5項

に規定する特定熱損失防止改修等住宅専

有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、法附則第15条の9第9

項に規定する熱損失防止改修工事等が完

了した日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第7条第

12項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

10 法附則第15条の9の2第4項に規定する

特定熱損失防止改修等住宅又は同条第5項

に規定する特定熱損失防止改修等住宅専

有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、法附則第15条の9第9

項に規定する熱損失防止改修工事等が完

了した日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第7条第

11項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

12 法附則第15条の9の3第1項に規定する

特定マンションに係る区分所有に係る家

屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同

項に規定する工事が完了した日から3月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第7条第17項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

11 法附則第15条の9の3第1項に規定する

特定マンションに係る区分所有に係る家

屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同

項に規定する工事が完了した日から3月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第7条第16項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

13 法附則第15条の10第1項の耐震基準適

合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第7条第18項に規定する補助

に係る補助金確定通知書の写し、建築物の

耐震改修の促進に関する法律(平成7年法

律第123号)第7条又は附則第3条第1項の

規定による報告の写し及び当該耐震改修

後の家屋が令附則第12条第19項に規定す

12 法附則第15条の10第1項の耐震基準適

合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第7条第17項に規定する補助

に係る補助金確定通知書の写し、建築物の

耐震改修の促進に関する法律(平成7年法

律第123号)第7条又は附則第3条第1項の

規定による報告の写し及び当該耐震改修

後の家屋が令附則第12条第19項に規定す
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る基準を満たすことを証する書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

る基準を満たすことを証する書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 施行規則附則第7条第18項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した

費用 

(5) 施行規則附則第7条第17項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した

費用 

(6) (略) (6) (略) 

14 (略)  13 (略) 

(土地に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義) 

(土地に対して課する令和3年度から令和5

年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義) 

第11条 (各号列記以外の部分略) 第11条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略)  

(8) 平成5年度適用市街化区域農地 法

附則第19条の3第4項 

(8) 平成5年度適用市街化区域農地 法

附則第19条の3第5項 

(令和7年度又は令和8年度における土地の

価格の特例) 

(令和4年度又は令和5年度における土地の

価格の特例) 

第11条の2 市の区域内の自然的及び社会

的条件からみて類似の利用価値を有する

と認められる地域において地価が下落し、

かつ、市長が土地の修正前の価格(法附則

第17条の2第1項に規定する修正前の価格

をいう。)を当該年度分の固定資産税の課

税標準とすることが固定資産税の課税上

著しく均衡を失すると認める場合におけ

る当該土地に対して課する固定資産税の

課税標準は、第61条の規定にかかわらず、

令和7年度分又は令和8年度分の固定資産

税に限り、当該土地の修正価格(法附則第

17条の2第1項に規定する修正価格をい

う。)で土地課税台帳等に登録されたもの

とする。 

第11条の2 市の区域内の自然的及び社会

的条件からみて類似の利用価値を有する

と認められる地域において地価が下落し、

かつ、市長が土地の修正前の価格(法附則

第17条の2第1項に規定する修正前の価格

をいう。)を当該年度分の固定資産税の課

税標準とすることが固定資産税の課税上

著しく均衡を失すると認める場合におけ

る当該土地に対して課する固定資産税の

課税標準は、第61条の規定にかかわらず、

令和4年度分又は令和5年度分の固定資産

税に限り、当該土地の修正価格(法附則第

17条の2第1項に規定する修正価格をい

う。)で土地課税台帳等に登録されたもの

とする。 

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和7

年度適用土地又は令和7年度類似適用土

地であって、令和8年度分の固定資産税に

ついて前項の規定の適用を受けないこと

となるものに対して課する同年度分の固

定資産税の課税標準は、第61条の規定に

かかわらず、修正された価格(法附則第17

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和4

年度適用土地又は令和4年度類似適用土

地であって、令和5年度分の固定資産税に

ついて前項の規定の適用を受けないこと

となるものに対して課する同年度分の固

定資産税の課税標準は、第61条の規定に

かかわらず、修正された価格(法附則第17
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条の2第2項に規定する修正された価格を

いう。)で土地課税台帳等に登録されたも

のとする。 

条の2第2項に規定する修正された価格を

いう。)で土地課税台帳等に登録されたも

のとする。 

(宅地等に対して課する令和6年度から令

和8年度までの各年度分の固定資産税の特

例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令

和5年度までの各年度分の固定資産税の特

例) 

第12条 宅地等に係る令和6年度から令和8

年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資

産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3の2の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条

に定める率を乗じて得た額。以下この条に

おいて同じ。)に100分の5を乗じて得た額

を加算した額(当該宅地等が当該年度分の

固定資産税について法第349条の3又は附

則第15条から第15条の3までの規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額)

を当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額(以下「宅地等調整

固定資産税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第12条 宅地等に係る令和3年度から令和5

年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資

産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3の2の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条

に定める率を乗じて得た額。以下この条に

おいて同じ。)に100分の5(商業地等に係る

令和4年度分の固定資産税にあっては、

100分の2.5)を乗じて得た額を加算した額

(令和3年度分の固定資産税にあっては、前

年度分の固定資産税の課税標準額)(当該

宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3又は附則第15条から第15

条の3までの規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき額とした場合における固定資産税

額(以下「宅地等調整固定資産税額」とい

う。)を超える場合には、当該宅地等調整

固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に

係る令和6年度から令和8年度までの各年

度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅

地等調整固定資産税額が、当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格に10分の6を乗じて得た

額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3又は附則第15条

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に

係る令和4年度分及び令和5年度分の宅地

等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固

定資産税額が、当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について

法第349条の3又は附則第15条から第15条
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から第15条の3までの規定の適用を受け

る商業地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額)を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額を超える場合には、同項

の規定にかかわらず、当該固定資産税額と

する。 

の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資

産税額を超える場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和6年度から令和8年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地

等調整固定資産税額が、当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格に10分の2を乗じて得た額(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は附則第15条から第

15条の3までの規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資

産税額に満たない場合には、同項の規定に

かかわらず、当該固定資産税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和4年度分及び令和5年度分の宅地等

調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定

資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格

に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

349条の3又は附則第15条から第15条の3

までの規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額に

満たない場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに

係る令和6年度から令和8年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第1項の規定に

かかわらず、当該商業地等の当該年度分の

固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額(当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3又は

附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、前年

度分の固定資産税の課税標準額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額)を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額(以下「商業地等据置固

定資産税額」という。)とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに

係る令和3年度から令和5年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第1項の規定に

かかわらず、当該商業地等の当該年度分の

固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額(当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3又は

附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、前年

度分の固定資産税の課税標準額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額)を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額(以下「商業地等据置固

定資産税額」という。)とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年 5 商業地等のうち当該商業地等の当該年

－72－



度の負担水準が0.7を超えるものに係る令

和6年度から令和8年度までの各年度分の

固定資産税の額は、第1項の規定にかかわ

らず、当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき価格に10

分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第349

条の3又は附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額(以

下「商業地等調整固定資産税額」という。)

とする。 

度の負担水準が0.7を超えるものに係る令

和3年度から令和5年度までの各年度分の

固定資産税の額は、第1項の規定にかかわ

らず、当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき価格に10

分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第349

条の3又は附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額(以

下「商業地等調整固定資産税額」という。)

とする。 

第12条の3 地方税法等の一部を改正する

法律(令和6年法律第4号)附則第21条第1項

の規定により、令和6年度から令和8年度

までの各年度分の固定資産税については、

法附則第18条の3の規定を適用しないこ

ととする。 

第12条の3 地方税法等の一部を改正する

法律(令和3年法律第7号)附則第14条第1項

の規定により、令和3年度から令和5年度

までの各年度分の固定資産税については、

法附則第18条の3の規定を適用しないこ

ととする。 

(農地に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

(農地に対して課する令和3年度から令和5

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

第13条 農地に係る令和6年度から令和8年

度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額(当該農地が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3又は附則第15条か

ら第15条の3までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲

げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に

掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該

農地に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額(以下「農地調整固定資産税

額」という。)を超える場合には、当該農

第13条 農地に係る令和3年度から令和5年

度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額(当該農地が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3又は附則第15条か

ら第15条の3までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額。以下

この条において同じ。)に、当該農地の当

該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調

整率を乗じて得た額(令和3年度分の固定

資産税にあっては、前年度分の固定資産税

の課税標準額)を当該農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額
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地調整固定資産税額とする。 とした場合における固定資産税額(以下

「農地調整固定資産税額」という。)を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額

とする。 

(表の部分略) (表の部分略) 

(市街化区域農地に対して課する平成6年

度以降の各年度分の固定資産税の特例) 

(市街化区域農地に対して課する平成6年

度以降の各年度分の固定資産税の特例) 

第13条の2 (略)  第13条の2 (略) 

2及び3 (略)  2及び3 (略)   

 4 令和2年度分の固定資産税について船橋

市市税条例の一部を改正する条例(令和3

年船橋市条例第38号)による改正前の船橋

市市税条例(以下「令和3年改正前の条例」

という。)附則第13条の2第3項において準

用する同条第1項ただし書の規定の適用

を受けた市街化区域農地に対して課する

令和3年度分の固定資産税の額は、前項の

規定により算定した当該市街化区域農地

に係る令和3年度分の固定資産税額が、当

該市街化区域農地に係る令和2年度分の

固定資産税に係る令和3年改正前の条例

附則第13条の2第3項において準用する同

条第1項ただし書に規定する固定資産税

の課税標準となるべき額を当該市街化区

域農地に係る令和3年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額を超える場合には、当該

固定資産税額とする。 

第13条の3 市街化区域農地に係る令和6年

度から令和8年度までの各年度分の固定

資産税の額は、前条の規定により算定した

当該市街化区域農地に係る当該年度分の

固定資産税額が、当該市街化区域農地の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額に、当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格の3分の1の額に

100分の5を乗じて得た額を加算した額 

(当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3又は附則第

第13条の3 市街化区域農地に係る令和3年

度から令和5年度までの各年度分の固定

資産税の額は、前条の規定により算定した

当該市街化区域農地に係る当該年度分の

固定資産税額が、当該市街化区域農地の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額に、当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格の3分の1の額に

100分の5を乗じて得た額を加算した額

(令和3年度分の固定資産税にあっては、前

年度分の固定資産税の課税標準額)(当該
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15条から第15条の3までの規定の適用を

受ける市街化区域農地であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額)を当該市街化区域農地に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額(以下

「市街化区域農地調整固定資産税額」とい

う。)を超える場合には、当該市街化区域

農地調整固定資産税額とする。 

市街化区域農地が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3又は附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受け

る市街化区域農地であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額)

を当該市街化区域農地に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額(以下「市

街化区域農地調整固定資産税額」という。)

を超える場合には、当該市街化区域農地調

整固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける市街化区域

農地に係る令和6年度から令和8年度まで

の各年度分の市街化区域農地調整固定資

産税額は、当該市街化区域農地調整固定資

産税額が、当該市街化区域農地に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格の3分の1の額に10分の2を乗じて

得た額(当該市街化区域農地が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3又は

附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける市街化区域農地であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額)を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき額とした場合における固定資産税

額に満たない場合には、同項の規定にかか

わらず、当該固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける市街化区域

農地に係る令和4年度分及び令和5年度分

の市街化区域農地調整固定資産税額は、当

該市街化区域農地調整固定資産税額が、当

該市街化区域農地に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき価格の3

分の1の額に10分の2を乗じて得た額(当

該市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3又は附則第15

条から第15条の3までの規定の適用を受

ける市街化区域農地であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該市街化区域農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額に満た

ない場合には、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

(免税点の適用に関する特例) (免税点の適用に関する特例) 

第14条 附則第12条、第13条、第13条の2

又は第13条の3の規定の適用がある各年

度分の固定資産税に限り、第63条に規定

する固定資産税の課税標準となるべき額

は、附則第12条の規定の適用を受ける宅

地等、附則第13条の規定の適用を受ける

農地又は附則第13条の3の規定の適用を

受ける市街化区域農地についてはそれぞ

れこれらの規定に規定する当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額によ

るものとし、附則第13条の2の規定の適用

第14条 附則第12条、第13条、第13条の2

又は第13条の3の規定の適用がある各年

度分の固定資産税に限り、第63条に規定

する固定資産税の課税標準となるべき額

は、附則第12条の規定の適用を受ける宅

地等、附則第13条の規定の適用を受ける

農地又は附則第13条の3の規定の適用を

受ける市街化区域農地についてはそれぞ

れこれらの規定に規定する当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額によ

るものとし、附則第13条の2の規定の適用
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を受ける市街化区域農地(附則第13条の3

の規定の適用を受ける市街化区域農地を

除く。)については附則第13条の2第1項(同

条第3項において準用する場合を含む。)

に規定するその年度分の課税標準となる

べき額によるものとする。 

を受ける市街化区域農地(附則第13条の3

の規定の適用を受ける市街化区域農地を

除く。)については附則第13条の2第1項(同

条第3項において準用する場合を含む。)

又は第4項に規定するその年度分の課税標

準となるべき額によるものとする。 

(特別土地保有税の課税の特例) (特別土地保有税の課税の特例) 

第15条 附則第12条第1項から第5項までの

規定の適用がある宅地等(附則第11条第2

号に掲げる宅地等をいうものとし、法第

349条の3、第349条の3の2又は附則第15

条から第15条の3までの規定の適用があ

る宅地等を除く。)に対して課する令和6

年度から令和8年度までの各年度分の特別

土地保有税については、第129条第1号及

び第133条の5中「当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「当該年度分の固定資産税に係る附則第

12条第1項から第5項までに規定する課税

標準となるべき額」とする。 

第15条 附則第12条第1項から第5項までの

規定の適用がある宅地等(附則第11条第2

号に掲げる宅地等をいうものとし、法第

349条の3、第349条の3の2又は附則第15

条から第15条の3までの規定の適用があ

る宅地等を除く。)に対して課する令和3

年度から令和5年度までの各年度分の特別

土地保有税については、第129条第1号及

び第133条の5中「当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「当該年度分の固定資産税に係る附則第

12条第1項から第5項までに規定する課税

標準となるべき額」とする。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成18年1月1日か

ら令和9年3月31日までの間にされたもの

に対して課する特別土地保有税について

は、第129条第2号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動

産取得税の課税標準となるべき価格(法附

則第11条の5第1項の規定の適用がないも

のとした場合における課税標準となるべ

き価格をいう。)に2分の1を乗じて得た額」

とし、「令第54条の38第1項に規定する価

格」とあるのは「令第54条の38第1項に規

定する価格(法附則第11条の5第1項の規定

の適用がないものとした場合における価

格をいう。)に2分の1を乗じて得た額」と

する。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成18年1月1日か

ら令和6年3月31日までの間にされたもの

に対して課する特別土地保有税について

は、第129条第2号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動

産取得税の課税標準となるべき価格(法附

則第11条の5第1項の規定の適用がないも

のとした場合における課税標準となるべ

き価格をいう。)に2分の1を乗じて得た額」

とし、「令第54条の38第1項に規定する価

格」とあるのは「令第54条の38第1項に規

定する価格(法附則第11条の5第1項の規定

の適用がないものとした場合における価

格をいう。)に2分の1を乗じて得た額」と

する。 

3～5 (略)  3～5 (略)   

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例) 

第16条の3 (略) 第16条の3 (略) 
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2 (略) 2 (略) 

3 (各号列記以外の部分略) 3 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略)  

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

16条の3第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例) 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例) 

第16条の5 (略) 第16条の5 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 (各号列記以外の部分略) 3 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略)  (1)～(4) (略)   

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

16条の5第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

4 (略) 4 (略) 

(長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例) 

(長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例) 

第17条 (略) 第17条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 (各号列記以外の部分略) 3 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

17条第1項の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

(短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例) 

(短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例) 

第18条 (略) 第18条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 (各号列記以外の部分略) 5 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 
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(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

18条第1項の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例) 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例) 

第19条 (略) 第19条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略)  

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

19条第1項の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の市

民税の課税の特例) 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の市

民税の課税の特例) 

第20条 (略) 第20条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条第1項の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の2 (略) 第20条の2 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の2第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

3及び4 (略)  3及び4 (略)   
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5 (各号列記以外の部分略) 5 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の2第3項後段の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の3 (略)  第20条の3 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略)  (1)～(4) (略)  

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の3第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

3及び4 (略) 3及び4 (略) 

5 (各号列記以外の部分略) 5 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第

20条の3第3項後段の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

 

6 (略) 6 (略) 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の船橋市市税条例の規定中

固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令

和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の
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一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。)附則第１５条第２５項に規定する特定

再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３

２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固

定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第１２号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する

法律（令和６年法律第４号）の施行に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間的

余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和６年３月３０日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市都市計画税条例（昭和３１年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

(施行期日等) (施行期日等) 

1 (略) 1 (略) 

 (法附則第15条第32項の条例で定める割

合) 

 2 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の1とする。 

(法附則第15条第32項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第33項の条例で定める割

合) 

2 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

3 法附則第15条第33項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

(改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告) 

(改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告) 

3 (略) 4 (略) 

(宅地等に対して課する令和6年度から令

和8年度までの各年度分の都市計画税の

特例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令

和5年度までの各年度分の都市計画税の

特例) 

4 宅地等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該宅地等の当該年度分の都市計画税

に係る前年度分の都市計画税の課税標準

額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格(当該宅

地等が当該年度分の都市計画税について

法第702条の3の規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該価格に同条に定める

率を乗じて得た額。以下同じ。)に100分の

5を乗じて得た額を加算した額(当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3(第18項を除く。)又は附則第

15条から第15条の3までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額にこれ

5 宅地等に係る令和3年度から令和5年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該宅地等の当該年度分の都市計画税

に係る前年度分の都市計画税の課税標準

額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格(当該宅

地等が当該年度分の都市計画税について

法第702条の3の規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該価格に同条に定める

率を乗じて得た額。以下同じ。)に100分の

5(商業地等に係る令和4年度分の都市計画

税にあっては、100分の2.5)を乗じて得た

額を加算した額(令和3年度分の都市計画

税にあっては、前年度分の都市計画税の課

税標準額)(当該宅地等が当該年度分の固
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らの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「宅地等調整都市

計画税額」という。)を超える場合には、

当該宅地等調整都市計画税額とする。 

定資産税について法第349条の3(第18項

を除く。)又は附則第15条から第15条の3

までの規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額(以

下「宅地等調整都市計画税額」という。)

を超える場合には、当該宅地等調整都市計

画税額とする。 

5 前項の規定の適用を受ける商業地等に

係る令和6年度から令和8年度までの各年

度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅

地等調整都市計画税額が、当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき価格に10分の6を乗じて得た

額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3(第18項を除く。)

又は附則第15条から第15条の3までの規

定の適用を受ける商業地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該商業地等に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額を超え

る場合には、前項の規定にかかわらず、当

該都市計画税額とする。 

6 前項の規定の適用を受ける商業地等に

係る令和4年度分及び令和5年度分の宅地

等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都

市計画税額が、当該商業地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について

法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第

15条から第15条の3までの規定の適用を

受ける商業地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額)を

当該商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額を超える場合には、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画税

額とする。 

6 附則第4項の規定の適用を受ける宅地等

に係る令和6年度から令和8年度までの各

年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該

宅地等調整都市計画税額が、当該宅地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき価格に10分の2を乗じて得た

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3(第18項を除く。)

又は附則第15条から第15条の3までの規

定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額に満たない

7 附則第5項の規定の適用を受ける宅地等

に係る令和4年度分及び令和5年度分の宅

地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整

都市計画税額が、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3(第18項を除く。)又は附則第

15条から第15条の3までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額に満たない場合には、附
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場合には、附則第4項の規定にかかわら

ず、当該都市計画税額とする。 

則第5項の規定にかかわらず、当該都市計

画税額とする。 

7 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに

係る令和6年度から令和8年度までの各年

度分の都市計画税の額は、附則第4項の規

定にかかわらず、当該商業地等の当該年度

分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額(当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の

3(第18項を除く。)又は附則第15条から第

15条の3までの規定の適用を受ける商業

地等であるときは、当該課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額(以下「商業地等据置

都市計画税額」という。)とする。 

8 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに

係る令和3年度から令和5年度までの各年

度分の都市計画税の額は、附則第5項の規

定にかかわらず、当該商業地等の当該年度

分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額(当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の

3(第18項を除く。)又は附則第15条から第

15条の3までの規定の適用を受ける商業

地等であるときは、当該課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額(以下「商業地等据置

都市計画税額」という。)とする。 

8 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が0.7を超えるものに係る令

和6年度から令和8年度までの各年度分の

都市計画税の額は、附則第4項の規定にか

かわらず、当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格

に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等

が当該年度分の固定資産税について法第

349条の3(第18項を除く。)又は附則第15

条から第15条の3までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額(以下「商業地等調整

都市計画税額」という。)とする。 

9 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が0.7を超えるものに係る令

和3年度から令和5年度までの各年度分の

都市計画税の額は、附則第5項の規定にか

かわらず、当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格

に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等

が当該年度分の固定資産税について法第

349条の3(第18項を除く。)又は附則第15

条から第15条の3までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額(以下「商業地等調整

都市計画税額」という。)とする。 

(農地に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の都市計画税の特例) 

(農地に対して課する令和3年度から令和5

年度までの各年度分の都市計画税の特例) 

9 農地に係る令和6年度から令和8年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税額が、当

該農地に係る当該年度分の都市計画税に

10 農地に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税額が、当

該農地に係る当該年度分の都市計画税に
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係る前年度分の都市計画税の課税標準額

(当該農地が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3(第18項を除く。)又は附

則第15条から第15条の3までの規定の適

用を受ける農地であるときは、当該課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)に、当該農地の当該年度の次の表

の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同

表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得

た額を当該農地に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場

合における都市計画税額(以下「農地調整

都市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該農地調整都市計画税額とする。 

係る前年度分の都市計画税の課税標準額

(当該農地が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3(第18項を除く。)又は附

則第15条から第15条の3までの規定の適

用を受ける農地であるときは、当該課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額。以下この項において同じ。)に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲

げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に

掲げる負担調整率を乗じて得た額(令和3

年度分の都市計画税にあっては、前年度分

の都市計画税の課税標準額)を当該農地に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計

画税額(以下「農地調整都市計画税額」と

いう。)を超える場合には、当該農地調整

都市計画税額とする。 

(表の部分略) (表の部分略) 

(市街化区域農地に対して課する平成6年

度以降の各年度分の都市計画税の特例) 

(市街化区域農地に対して課する平成6年

度以降の各年度分の都市計画税の特例) 

10 (略) 11 (略) 

11 市街化区域農地に係る令和6年度から

令和8年度までの各年度分の都市計画税

の額は、前項の規定により船橋市市税条例

附則第13条の2の規定の例により算定し

た当該市街化区域農地に係る当該年度分

の都市計画税額が、当該市街化区域農地の

当該年度分の都市計画税に係る前年度分

の都市計画税の課税標準額に、当該市街化

区域農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格の3分の2の額

に100分の5を乗じて得た額を加算した額 

(当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3(第18項を

除く。)又は附則第15条から第15条の3ま

での規定の適用を受ける市街化区域農地

であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該市街化区域

農地に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における

12 市街化区域農地に係る令和3年度から

令和5年度までの各年度分の都市計画税

の額は、前項の規定により船橋市市税条例

附則第13条の2の規定の例により算定し

た当該市街化区域農地に係る当該年度分

の都市計画税額が、当該市街化区域農地の

当該年度分の都市計画税に係る前年度分

の都市計画税の課税標準額に、当該市街化

区域農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格の3分の2の額

に100分の5を乗じて得た額を加算した額

(令和3年度分の都市計画税にあっては、前

年度分の都市計画税の課税標準額)(当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3(第18項を除く。)

又は附則第15条から第15条の3までの規

定の適用を受ける市街化区域農地である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額)を当該市街化区域農地に

－85－



都市計画税額(以下「市街化区域農地調整

都市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該市街化区域農地調整都市計画税額

とする。 

係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計

画税額(以下「市街化区域農地調整都市計

画税額」という。)を超える場合には、当

該市街化区域農地調整都市計画税額とす

る。 

12 前項の規定の適用を受ける市街化区域

農地に係る令和6年度から令和8年度まで

の各年度分の市街化区域農地調整都市計

画税額は、当該市街化区域農地調整都市計

画税額が、当該市街化区域農地に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き価格の3分の2の額に10分の2を乗じて

得た額(当該市街化区域農地が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3(第

18項を除く。)又は附則第15条から第15条

の3までの規定の適用を受ける市街化区

域農地であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該市街

化区域農地に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額に満たない場合には、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画税

額とする。 

13 前項の規定の適用を受ける市街化区域

農地に係る令和4年度分及び令和5年度分

の市街化区域農地調整都市計画税額は、当

該市街化区域農地調整都市計画税額が、当

該市街化区域農地に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格の3

分の2の額に10分の2を乗じて得た額(当

該市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3(第18項を除

く。)又は附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける市街化区域農地で

あるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該市街化区域農

地に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき額とした場合における都

市計画税額に満たない場合には、前項の規

定にかかわらず、当該都市計画税額とす

る。 

(宅地化農地に対して課する都市計画税の

納税義務の免除等) 

(宅地化農地に対して課する都市計画税の

納税義務の免除等) 

13 (略) 14 (略) 

14 附則第4項及び第6項の「宅地等」とは

法附則第17条第2号に、附則第4項及び第7

項の「前年度分の都市計画税の課税標準

額」とは法附則第25条第6項において読み

替えて準用される法附則第18条第6項に、

附則第5項、第7項及び第8項の「商業地等」

とは法附則第17条第4号に、附則第7項か

ら第9項までの「負担水準」とは法附則第

17条第8号ロに、附則第9項の「農地」と

は法附則第17条第1号に、同項の「前年度

分の都市計画税の課税標準額」とは法附則

第26条第2項において読み替えて準用さ

れる法附則第18条第6項に、附則第10項か

15 附則第5項及び第7項の「宅地等」とは

法附則第17条第2号に、附則第5項及び第8

項の「前年度分の都市計画税の課税標準

額」とは法附則第25条第6項において読み

替えて準用される法附則第18条第6項に、

附則第5項、第6項、第8項及び第9項の「商

業地等」とは法附則第17条第4号に、附則

第8項から第10項までの「負担水準」とは

法附則第17条第8号ロに、附則第10項の

「農地」とは法附則第17条第1号に、同項

の「前年度分の都市計画税の課税標準額」

とは法附則第26条第2項において読み替

えて準用される法附則第18条第6項に、附
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ら第12項までの「市街化区域農地」とは

法附則第19条の2第1項に、附則第11項の

「前年度分の都市計画税の課税標準額」と

は法附則第27条の2第3項において読み替

えて準用される法附則第18条第6項に規

定するところによる。 

則第11項から第13項までの「市街化区域

農地」とは法附則第19条の2第1項に、附

則第12項の「前年度分の都市計画税の課

税標準額」とは法附則第27条の2第3項に

おいて読み替えて準用される法附則第18

条第6項に規定するところによる。 

15 法附則第15条第1項、第9項、第13項か

ら第17項まで、第19項、第20項、第24項、

第27項、第31項から第34項まで、第37項、

第38項、第42項若しくは第45項、第15条

の2第2項、第15条の3又は第63条の規定の

適用がある各年度分の都市計画税に限り、

第2条第2項中「又は第33項」とあるのは

「若しくは第33項又は附則第15条から第

15条の3まで若しくは第63条」とする。 

16 法附則第15条第1項、第9項、第13項か

ら第17項まで、第19項、第20項、第24項、

第27項、第31項から第35項まで、第38項、

第39項、第43項若しくは第46項、第15条

の2第2項、第15条の3又は第63条の規定の

適用がある各年度分の都市計画税に限り、

第2条第2項中「又は第33項」とあるのは

「若しくは第33項又は附則第15条から第

15条の3まで若しくは第63条」とする。 

16 地方税法等の一部を改正する法律(令和

6年法律第4号)附則第21条第1項の規定に

より、令和6年度から令和8年度までの各

年度分の都市計画税については、法附則第

25条の3の規定は、適用しないこととす

る。 

17 地方税法等の一部を改正する法律(令和

3年法律第7号)附則第14条第1項の規定に

より、令和3年度から令和5年度までの各

年度分の都市計画税については、法附則第

25条の3の規定は、適用しないこととす

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の船橋市都市計画税条例の規定は、

令和６年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた地方税法等の一部を改

正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）附則第１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特

定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお

従前の例による。 
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諮問第１号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員佐藤 絹子は、令和６年９月３０日をもって任期が満了するので、法務大

臣に対し、齊藤 正恵を後任の委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第２号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員藤田 きよ子は、令和６年９月３０日をもって任期が満了するので、法務

大臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第３号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

人権擁護委員丸本 武子は、令和６年９月３０日をもって任期が満了するので、法務大

臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第４号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

人権擁護委員岡村 弘子は、令和６年９月３０日をもって任期が満了するので、法務大

臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第５号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員関根 金一郎は、令和６年９月３０日をもって任期が満了するので、法務

大臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第６号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員中嶋 深雪は、令和６年９月３０日をもって任期が満了するので、法務大

臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和６年５月２７日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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